福祉のまちづくりを進めるための実践事業助成金について

Ⅰ　概要説明
１　助成金の対象
　　（１）助成金の対象となる団体

各地区住民自治協議会（以下「住自協」という）

　　　　　※別表「（２）地域福祉懇談会事業」及び「（７）サロン事業」のみ例外となります。
　　（２）助成金の対象となる事業及び内容
　　　　　　後述の「Ⅱ　対象事業の説明」を参照

（３）助成金の対象とならない事業
　　ア　他に公的な補助金、交付金または助成を受けている事業、または受ける予定の事業

　　イ　住自協以外の団体（以下「他の団体」という）が主体となっている事業
　　　※対象事業ごとの詳細については「Ⅱ　対象事業の説明」をご覧ください。
２　助成金の対象経費、限度額及び補助率
（1） 対象となる経費は事業全般に係る経費となっていますが、事業実施に伴って行われる懇親会（反省会等）の会議費は対象となりません。
（2） 限度額及び補助率
　　　　　各事業に係る助成金の限度額は、別表に掲げる額とし、補助率は対象となる事業の経費の10分の10以内とします。
３　申請等の手続きについて
　　（１）助成金の交付申請

　　　　　助成金の交付申請は以下の書類により行うものとします。
ア　助成金交付申請書（様式第１号）　
イ　実施計画書もしくは事業内容のわかる資料
※「（２）地域福祉懇談会事業」は計画表(様式第１号の２)、「（７）サロン事業」は計画表（様式第１号の３）の提出が必要となります。
　　（２）助成金の決定
　　　　　申請書類を審査後、助成金交付決定を行います。
　　　　　なお、前年度３月中に審査後の内報を行う予定です。
　　（３）実績報告（※）
　　　　　助成金の対象となる事業が完了したときは、速やかに以下の書類により実績報告を行うものとします。

ア　実績報告書（様式第３号、様式第３号の２及び様式第３号の３）　　

※実績報告書は地域福祉懇談会事業及びサロン事業については専用の報告書を使用してください。
イ　事業の実施状況がわかる写真、資料等
（４）助成金の交付（※）
　　　　　実績報告により交付額を確定し、以下の書類により助成金請求を行うことにより交付するものとします。

ア　助成金交付請求書（様式第４号）
※事務処理の都合上、（３）及び（４）の書類は同時に提出してください。
　　（５）概算払いについて
　　　　　助成金の概算払いが必要となる場合は、交付決定後に概算払い交付請求書（様式第５号）により別途お知らせする期日までに請求してください。概算払いの額は交付決定額総額の１０分の５に相当する額とします。ただし、（３）実績報告により精算を行い、概算払いした額が実績額を超える場合は、その超えた額を返還していただくこととします。
　
Ⅱ　対象事業の説明
　１　福祉のまちづくり啓発事業
（１）内容
住民、各種関係機関等が一堂に会し、福祉に関する様々な事柄について研修する集会を実施したり、広報活動等により住民の福祉に対する意識向上を図るものです。
（２）実施例
ア　各関係機関との情報交換

イ　地域福祉懇談会（行政連絡区単位で福祉について懇談する）で討議された内容の発表及びまとめ
ウ　地区全体で問題となっている課題についての討議（ワークショップ等による）講演会
エ　住民に対して福祉に対する意識向上を図る広報活動
オ　その他
（３）留意点

事業の実施に際しては、広く住民に呼びかけ実施するものとし、実施例エの広報活動については住民全体に向けて広報する媒体であることとします。
　
　２　地域福祉懇談会事業

　（１）内容
　　　　長野市行政連絡区に関する規則（平成22年長野市規則第１号）により規定される区域
　　　を単位に福祉について協議する懇談会を開催することにより、地域住民による生活課題の
　　　発見とその解決を図るものです。

（２）実施例

　　　ア　統一したテーマを定め、懇談会実施期間を設定し各行政連絡区で懇談会を実施。

　　　イ　各行政連絡区で自由なテーマで懇談会を実施。
　（３）助成金交付基準

	
	助成単位
	助成金額
	備考

	会議費
	行政連絡区
	１行政連絡区あたり3,000円
	１行政連絡区あたり１回限度


　　　　[交付例]
　　　　「障がい者や高齢者宅の除雪支援について」をテーマに、各行政連絡区（１４区）で福祉懇談会　

　　　　を開催した場合。

　　　　　　○会議費　　　＠3,000円×14（区）＝42,000円　　　　　　
　（４）留意点

　　　ア　懇談会を実施後は、各地区で話し合われた内容の報告会（地区福祉大会等）の開催や　

　　　　報告書をとりまとめる等、情報共有の手段を講じることとします。
　　　イ　生活課題の発見や解決を考える場であることとします。
　　　ウ　原則として行政連絡区単位で行うものとしますが、都合により複数の行政連絡区において共同で開催することも可能とします。
　　　　
３　介護者支援事業
（1） 内容
介護している人同士が介護に対する思い等を共有し、介護ストレスの解消を図ることを目的に定期的に集える場を提供したり、認知症の方とその家族への支援につなげるため、認知症の方とその家族のほかに専門職や地域住民誰もが気軽に集い、相互の理解を図ることのできる場を設けるものです。　　
（２）実施例

　　　ア　介護する人、介護に不安のある人が気軽に集える場の企画

　　　イ　認知症カフェ（オレンジカフェ）
ウ　介護技術に関する講演会

　　　エ　日頃の介護の状況について自由懇談
　　　オ　その他　
　
　４　福祉推進員活動事業

（１）内容

選択事務15に位置づけられた福祉推進員が、各地区住民自治協議会の福祉担当部会等の担い手として活動を行うことで、福祉のまちづくりの推進を図るものです。
（２）実施例

ア　福祉推進員の活動に必要な知識を習得するための研修会等の実施
イ　福祉推進員による一人暮らし高齢者世帯等への声かけ活動（見守り活動）の実施　

ウ　その他
　（３）留意点

ア　小地域（行政連絡区、組・常会）で独自に行う活動に対しては助成の対象となりません。

イ　他の事業で助成金などを受ける事業（サロン活動、ふれあい会食事業等）は助成の対象となりません。
　
５　男性の地域デビュー促進事業
（1） 内容
男性の地域での活動に参加するきっかけづくりや地域での仲間作りのため、参加者を男性に限定した事業を行うものです。
（2） 実施例
ア　参加者を男性に限定した生きがいづくり講座（体操、ウォーキング、剪定、そば打ち、地域を再発見するための街歩き等）
　　　イ　食生活の自立を目的とした男性のための料理教室
　ウ　その他
（3） 留意点
　　ア　なるべく１回で完結する企画ではなく複数回で完結する企画としてください。
　　　イ　地域での活動への参加につながる自主グループづくりの働きかけなどの工夫をしてください。
　　　ウ　対象者の年齢は問いません

　６　きぼうの旅事業

（１）内容
障がい者等を対象に、旅行等による交流事業を実施することにより、生活圏拡大を図るものです。
（２）実施例
　　ア　日帰り旅行

　　イ　交流昼食会（買い物から調理までを参加者で行う）

　　ウ　その他

（３）留意点
事業の実施に際しては、対象となる方に広く呼びかけて実施することとします（参加者を特定の団体会員に限定したものは助成の対象となりません）。
　
　７　サロン事業
（１）内容
地域住民を対象に、誰もが気軽に集まり、交流できる「ふれあいの場（機会）づくり」を実施することにより、小地域（行政連絡区、組・常会）における日常的なつながりの構築を図るものです。
　（２）実施例
　　　ア　地域公民館を定例的（毎週○曜日等）に開放して、自由に集まってもらう交流サロン

　　　イ　定例的に地域公民館等を会場に、福祉推進員等が高齢者を対象に行う交流サロン

　　　ウ　定例的に地域公民館等を会場に、福祉推進員等が乳幼児をもつ親を対象に行う交流サロン
　（３）留意点
ア　対象は地域住民であって年齢等の制限は特に問いません。
イ　助成対象は住自協会長がサロン活動として認定し、かつ以下の項目に該当しない活動を行っているグループです。
（ア）既存の団体（老人クラブ等）が会員を対象に行っている活動

（イ）他の事業と一体となって実施する活動（会議の後の懇親会等）、もしくは他の機関から補助金を受けている活動（長野市ひとり暮らし高齢者友愛活動事業のふれあい会食事業等）

　
　８　福祉自動車運行事業
（１）内容
長野市地域たすけあい事業に基づく福祉自動車運行事業を実施すること、またその担い手である協力会員（家事援助・福祉移送）の研修を実施することにより、地域での支えあい活動の推進を図るものです。
（２）実施例（協力員研修を対象とした研修の例）
　　ア　福祉制度に関する研修会

イ　介護に関する技術研修等

ウ　その他
（３）留意点
ア　共同で実施している場合は、共同実施地区で１地区分の助成となります。
９　子育て・子育ち支援事業

（１）内容
　　子育て中の親を対象に、民生委員・児童委員、福祉推進員や地域のボランティア等の協力を得ながら、交流事業を実施することにより、子育て中の親の孤立感等を解消することを図るものです。
　（２）実施例
　　　　市立公民館等を会場に定期的に子育て中の親を対象に交流事業を実施
　（３）留意点
ア　おおむね月１回以上の交流事業であり、かつ地区全体の対象者を範囲として実施している場合に限り助成します（特定の方のみで集まった当事者サークル等は対象となりません）。
　　　イ　実施エリアは地区（住自協単位）であり、小地域（行政連絡区、組・常会）を単位とした事業の場合は、「（７）サロン事業」の対象となります。
１０　地区独自課題対応事業

（１）内容

地区ごとに異なる福祉課題に対して、それらを住民が主体となって解決するための取り組み（活動）を開発し、実践することで、地区の実情に合った福祉活動の展開を図るものです。
（２）実施例
ア　自力での除雪が困難な方の除雪を行うボランティア活動
イ　子どもの見守りを行うパトロール活動　　
ウ　住民の福祉意識を高めるための「福祉体験講座」　　
エ　その他

　（３）留意点

ア　他の補助金（長野市地域やる気支援補助金等）の該当となっている事業は助成の対象となりません。
イ　小地域（行政連絡区、組・常会）で独自に行う活動に対しては助成の対象となりませ
　ん。
　Ⅲ　その他
（1） 変更・中止申請書（様式第２号）について
　　ア　申請した事業の内容等の変更又は中止の場合に提出してください。時期については、
変更又は中止が決定したら早めにご提出ください。
　　　（例　男性のための料理教室を男性限定の体操講座に変更　等）
　　　イ　サロン事業の実施回数が申請した回数よりも減った等軽微な変更の場合は、変更・中止申請書を提出する前に本会地区担当職員までご相談ください。
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